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１．目的１．目的１．目的１．目的

�お客様の強み／弱みを、

無償かつ短期間で診断いたします。

�診断のポイント

－業務プロセスの効率性

－サプライチェーンの効率性

－在庫削減、納期短縮の可能性

－コスト削減、廃棄ロス削減等の可能性

－営業力強化の可能性

－月次決算早期化の可能性

２．事前の情報入手２．事前の情報入手２．事前の情報入手２．事前の情報入手

�財務諸表（本社、主要製造子会社分等）

�組織図 （同上）、予算書、中長期経営計画書

�その他（ホームページの情報等）

３．日程（３週間～４週間）３．日程（３週間～４週間）３．日程（３週間～４週間）３．日程（３週間～４週間）

�調査 ： ５～６営業日

－問題点、課題の整理と確認

�分析 ： ５～７営業日

－課題解決の方向性の整理

４．調査の実施４．調査の実施４．調査の実施４．調査の実施

�トップヒアリング（１．５時間程度）

－会社の生い立ち、社長のご経歴

－経営理念、信条、コア技術

－業界動向、会社のポジション

－会社の将来像と経営課題等

�各部門の調査(ヒアリングと現地調査）

－本社（営業、調達、倉庫等）

－本社（財務、経営企画等）

－工場（生産管理、原価計算、
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－内部統制の脆弱性等 �報告書の作成 ： ５営業日 → 報告 製造ライン、資材置き場等）

５．成果物５．成果物５．成果物５．成果物

�問題点・課題・解決方針等を示した一覧表（Excelシート）

�これらに基づく、エグゼクティブレポート（PowerPoint）

�必要に応じて（後日）、ご提案書の提示

６．効果６．効果６．効果６．効果

�当該イベントが、一時ではあっても

全社員を一丸にし、以下の成果をもたらします。

－掲げる将来像とのGAP（問題点）の可視化

－組織を超えた全社横断的な課題の可視化

－目的と手段の必要充分性の可視化

�これらの一連のプロセスが、会社の発展に向けた、

更なるモチベーションの高揚をもたらします。
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計画 工場の独立性 システム上、業務上、関が原工場の位置付けを明確

にする必要がある

発注、生産計画の主体がどこにあるのか不明確

である

・生産計画は、養老工場における生産計画に連動するものとする

・養老工場の週別生産計画に基づく、関ヶ原工場における日別生産計

画（指図）立案（マニュアル）を可能とする

・資材正味所要量は、養老工場MRPの結果から取得し、これに基づい

て関ヶ原工場にて発注、受入検収を行う

・買掛金の管理は、関ヶ原工場分として養老工場を介して本社ACOS

が行う（受入・検収ﾃﾞｰﾀを本社に送付し、支払予定ﾃﾞｰﾀを本社から受

取り請求書と突合：支払は本社一括）

○ ○

2001/4/5

計画 原価管理 外注加工単価の決定が遅れる傾向がある（月末まで

には決定される：支払の関係で）

外注加工賃が決まらないために、実際原価計算

が算出できないということも起きている。

・外注加工賃は、仮決めでも良いので決定してもらいたい

・その場合は、単価決定時に訂正を起こす必要がある

・CRPにてテスト予定（買掛金の購入価格差異）

○

2001/4/10

計画 原価管理 新製品の見積作業の簡便化と精度の向上する仕組

が欲しい（現状は煩雑な作業を必要としている割には

精度が低い）

新製品の見積の作成は、エクセルで行っている

が、原価計算の結果と差が出てこないような形に

して欲しい。また、見積の作成に多大な時間がか

かっている。

・シミュレーション機能を用いる

・CRPにて確認

○ ○

2001/4/10

計画 生産管理 生産計画単位を月、旬から週に行こう必要がある 月、旬単位の計画を作成しているとのことである

が、週単位の計画とすべきである

・週単位とする

○ ○ ○

2001/4/4

計画 生産管理 生産計画立案の基となる情報（現行及び新システム

での対応）を明確にする必要がある

生産計画を立てる場合、営業の販売計画のみが

インプット情報になっていて、手配済み（製造工

程上にあるもの）のものが考慮されていないきら

いがある

・MFG-PROの機能で、解決可能

・CRPで確認

○ ○ ○

2001/4/4

計画 生産管理 生産計画立案の基となる情報（現行及び新システム

での対応）を明確にする必要がある

そもそも、何をインプットに生産計画がたてられて

いるかが不明確（営業の販売計画のみか、内示

の受注情報か？）

・内示情報は、全体の１５％～２０％であり、他は需要予測（３０％）と

販売計画（７０％）である

・小売店での販売実績を把握することにより、当初の販売計画品目を

随時見直しをして、適切な販売推進を行う必要がある

・一方で、新製品の４～５ケ月後の需要予測を的確に行う必要がある

・現在の累計L／Ｔを４ケ月から２ケ月にして欲しいという要望がある

○ ○ ○

2001/4/4

計画 多通貨管理 通貨の管理に関して、今後の運用体制について検討

を行い、MFG/PROの運用体制と大きく相違が無いか

確認が必要である。

ミズノ社における取り扱い通貨（円、ドル）の為替

レートの洗い替えタイミングとその頻度、差損の

処理等現状行われている業務を再度確認する必

要がある。

・通貨管理に関するMFG-PROの運用方法を説明し、要件を整理してい

ただく

・日本円のみで対応する。

○ ○

2001/4/9

登録日

検討参画検討主体

問題点 論点現状詳細中分類

ＩＴ促進化プロジェクト最終報告書（３．会計・事業・プロジェクトの設計方針） 頁 3 - 4

３．会計・事業・プロジェクトの設計方針３．会計・事業・プロジェクトの設計方針３．会計・事業・プロジェクトの設計方針３．会計・事業・プロジェクトの設計方針

３．３．基本的概念（会計・事業の体系）３．３．基本的概念（会計・事業の体系）３．３．基本的概念（会計・事業の体系）３．３．基本的概念（会計・事業の体系）

会計・事業の体系図会計・事業の体系図会計・事業の体系図会計・事業の体系図 会計区分

�上記は、一般財団法人化に向けて、平成２０年度会計基準を前提に、定款に基づいて分類した「会計・事業」の体系である。

�特徴としては、従来は組織単位の財務諸表を作成していればよかったが、一般財団化した後は、上記の事業（４行目）単位に報告書の作成を義務付けられる。

一方、事業は組織横断的に運営されるため、本部、附置機関を問わず、同じ事業であれば、そこで発生する収入／費用は、本部、附置機関を問わず、同一の

事業（コード）にデータが集約される必要がある。この組織横断的な管理の煩雑さを解消し、一元化することが、今回のシステム化の大きな目的のひとつである。

�１行目は、会計区分を意味しており、従来の自主事業を中心とした「実施事業会計」、受託を中心とした「その他事業会計」、及びこれらに属さず、

当研究所の組織運営を司る「法人会計（理事長、専務理事、顧問室、企画事業ユニット・総務Ｇに関連する費用）」を識別している。

�「実施事業会計」は、継続１、継続２、継続３、継続４から構成されている。エネルギー夏期大学、エネルギー総合講座、ＨＰ事業、データバンク事業、グリーン

認証事業は、従来からある概念であるが、「調査研究、交流・提言、政策提言事業」、「シンポ・定例研」、「出版事業」、「資料室」と共に、今回、新たに事業として

設定された。

�「その他事業会計」は、従来の受託事業、補助金事業に加えて、拠出金事業が新設されている。

�５行目の４桁の数値が、事業区分である。実施事業会計に属する事業に付いては、本部に限り本部に限り本部に限り本部に限り、この事業区分＝プロジェクトコードとして使用可能である。

（附置機関における実施事業等においては、独自のプロジェクトコードを採番しているので、事業年度と併せて当該プロジェクトマスタを登録する必要があります）（附置機関における実施事業等においては、独自のプロジェクトコードを採番しているので、事業年度と併せて当該プロジェクトマスタを登録する必要があります）（附置機関における実施事業等においては、独自のプロジェクトコードを採番しているので、事業年度と併せて当該プロジェクトマスタを登録する必要があります）（附置機関における実施事業等においては、独自のプロジェクトコードを採番しているので、事業年度と併せて当該プロジェクトマスタを登録する必要があります）。

（採番されているプロジェクトＮｏの詳細は、次頁を参照願います）（採番されているプロジェクトＮｏの詳細は、次頁を参照願います）（採番されているプロジェクトＮｏの詳細は、次頁を参照願います）（採番されているプロジェクトＮｏの詳細は、次頁を参照願います）。

�前述の財務諸表を作成するに当たり、会計上においては常に収入と支出に関して、上記の「会計区分」、「事業区分」、「会計単位区分（財務諸表作成単位）」、

及び「費用負担元Ｕｎｉｔ（あるいは附置機関）」との紐付けが必須となる。そこで実施事業においても、プロジェクトの概念を導入して、これらの紐付けを自動化している。

上記の体系図の中の黄色の事業については、従来からプロジェクト化されていたが、今回、他の事業（青色の事業）についても、プロジェクトの概念を導入した。

継続１（1100） 継続４（4100）

シンポ・定例研 ｴﾈﾙｷﾞｰ夏期大学 ｴﾈﾙｷﾞｰ総合講座 ＨＰ事業 出版事業 資料室 ﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸ事業

継続２（２１００） 継続３（３１００） その他１／

受託

法人会計

＝９０

その他事業会計＝８０

その他事業

共通

その他２／

補助

その他３／

拠出金

調査研究、交流・

提携、政策提言

事業

シンポジウム、研究会、講習会、懇談会等事業 情報、資料収集提供、出版事業 グリーン認証

事業

実施事業（継続事業）会計＝１０


